
４．総務部 

（１）品位保持、執務のための指導および連絡 

①苦情、問い合わせ等についてその都度対応 

②非調査士実態調査の実施への対応   

 

（２）会員への情報提供の迅速化 

①会員通知の配信、連合会情報等を HP に随時掲載し会員へ案内 

②会議議事録のホームページへの掲載 

③会員の変更情報等をその都度会員通知 

 

（３）会則、諸規則変更に伴う検討及び起案 

①情報公開に関する規則・細則の改正検討 

 

（４）会員資料等の整備 

①平成３０年度版会員名簿を１０月１日付けで発行 

 

（５）会館の保守管理と営繕 

①会館の定期清掃を実施 

②会館大規模修繕の実施 

 

（６）その他総務部として所管すべき事項 

   ①組織・財政改革の方針の検討 

②公嘱協会との合同避難訓練を実施 

 

 

 

５．財務部 

（１）財政の健全化と管理体制の充実 

   ①短中期的な財政計画の検討 

     一般会計決算状況推移表等の作成による、会費及び支部交付金等に 

     ついての検討 

   ②予算執行の適正管理 

     毎月の会計処理のチェックによる入力ミス等の早期発見の実施 

 

（２）福利厚生事業の実施 

   ①第１６回岩手県土地家屋調査士会会長杯親睦ゴルフ大会の開催 

     平成３０年９月１日（土）メイプルカントリークラブ 

      参加者２４名（調査士、補助者含む） 

      優勝者 水沢支部 髙橋悦彌会員 

               

   ②第５回岩手県土地家屋調査士会会長杯親睦釣り大会の開催 

     平成３０年１１月２４日（土）岩洞湖 

      参加者２０名（調査士、補助者、事務局、家族含む） 

      優勝者 盛岡支部 髙橋宏二会員 

    

 

 

 



（３）業務関連図書の紹介、斡旋 

    平成３０年５月８日付 Ｈ３０－２０号   

      民事月報の実費頒布について 

    平成３１年２月８日付 Ｈ３０－１２３号   

      実務参考図書『登記小六法平成３１年版』の推薦について 

 

 

 ６．業務部 

 （１）業務に関する調査研究 

   ①表示登記研究会を開催 

    ・第１回表示登記研究会   

平成３０年６月２５日（月） 盛岡地方法務局 ４階専用会議室 

 

（２）調査士業務に関する指導、連絡、相談 

   ①会員等からの問合せに随時対応 

②法務局との連絡、相談、打合せに随時対応 

 

（３）日調連事業に伴う連動事業の推進 

①土地家屋調査士特別研修の会員への周知及び案内 

 

 

７．研修部 

（１）定例研修会の開催 

①第１回 会員研修会 

    平成３０年７月２０日（金）盛岡市「アイーナ」 

出席者：本会会員１４１名／他会会員６名 合計１４７名 

内容： 講義Ⅰ「筆界講座 Ⅲ筆界特定における分析・判断技法」 

講師 岩手会 業務研修部 吉田春男 

     講義Ⅱ「土地家屋調査士制度の今、明日、将来の問題を考える」 

講師 日調連副会長 菅原唯夫 氏 

     講義Ⅲ「高精度衛星測位サービス利用をとりまく近況について」 

              講師 東京会 三嶋元志 氏  

   

②第２回 会員研修会  

平成３０年１２月１４日（金）盛岡市「アイーナ」 

出席者：本会会員１２６名／他会会員０名 合計１２６名 

内容： 講義Ⅰ「消費税の軽減税率制度等について」 

講師 盛岡税務署法人課税第一部門連絡調整官 原浩繁 氏 

     講義Ⅱ「生活習慣病予防講座」 

講師 岩手県盛岡広域振興局保健福祉環境部 岩手県県央保健所  

保健課栄養士 古舘伸郎 氏 

講義Ⅲ「民法改正について」 

               講師 早池峰法律事務所 弁護士 前田毅 氏 



 

 

① 第３回 会員研修会 

平成３１年２月２７日（水）盛岡市「ホテルルイズ」 

出席者：本会会員１３１名／他会会員０名 合計１３１名 

内 容： 講義Ⅰ「不動産表示登記事務取扱要領の改正について」 

        講師 盛岡地方法務局総括表示登記専門官 大場英雄 氏 

         講義Ⅱ「総務部からの連絡事項」 

        講師 岩手会 総務部長 千葉正和 

         講義Ⅲ「土地家屋調査士アラカルト」 

      講師 岩手会 会長 菊池直喜 

 

（２）特別研修会の開催 

①公嘱協会との協賛事業 

登記測量研修会の後援 

②ＣＰＤポイント不足の会員に対して課題研修の実施 

 

（３）支部研修会への支援 

①支部修会へ助成金支給 

 

 

 

８．広報部 

（１）対外的事業 

①制度の広報活動 

「土地家屋調査士の日」関連事業 

新聞広告（３回に分けて掲載） 

・１回目：週刊ＴＶガイド 掲載 

・２回目：ＴＶ窓掲載 平成３０年７月２９日掲載 

・３回目：岩手日報朝刊記事下３段 平成３０年７月３０日掲載 

内容 業務の一例による会ＨＰへの案内 

②マスメディアを使った広報活動 

新聞年賀広告（名刺）の掲載 （岩手日報朝刊 平成３１年１月３日） 

③各無料相談事業への対応 

・川徳定期無料相談会  

毎月第３水曜日開催 年間相談件数１３件 

・全国一斉 法務局休日相談所（平成３０年１０月７日）に対応 

各支部より２名ずつ４ヶ所に相談員を派遣協力頂いた 

開催場所：盛岡本局、花巻支局、宮古支局、大船渡市市民交流館カメリアホール 

 

 



④カレンダーの斡旋と活用 

 岩手会作成カレンダーの販売斡旋（平成３０年９月５日） 

会員１４名 合計３６９部の注文あり 

他に、岩手会（法務局等１２部配布及び新人会員へ配布で全２２部注文） 

 

（２）対内的事業（会員への情報伝達） 

①会報｢黎明８４号｣の編集、発行 （平成３０年１２月２７日） ２８０部 

②「地識くんいわて」の作成（会ＨＰに掲載） 

Ｈ３０－６まで作成 

１号 日調連第７５回定時総会 

２号 東北ブロック協議会第６３回定時総会 

３号 会館合同避難訓練、会館修繕について 

４号 第１６回会長杯親睦ゴルフ大会 

５号 第５回会長杯親睦釣り大会 

６号 会員写真コンクールの結果報告 

③会ホームページの運用 

 データの更新、整理。 

④事業の記録 

定時総会・研修会等のビデオや写真の記録実施 

 ⑤土地家屋調査士制度７０周年記念事業の検討 

    理事会にて記念誌発行に向け、広報委員会の設置を決議 

 

９．社会事業部 

（１）境界問題相談センターいわてとの連携 

   ①相談員・調停員養成講座を開催（平成３０年１１月１０日） 

講義Ⅰ 「弁護士業務に関するトラブルの事前防止方法」 

 講 師 小笠原基也弁護士 

講義Ⅱ 「クレーム対応のノウハウ」 

     日本土地家屋調査士会連合会ｅラーニング 

     参加者 １２名 

 

（２）筆界特定制度に関する調査研究 

①筆界特定制度と調査士会ＡＤＲとの連携協議会を開催（平成３０年７月１８日） 

   ②法務局からの筆界調査員の推薦依頼への対応 

 

（３）地図の作成及び整備等に関する情報収集、調査研究 

   ①地図作成に関する打合せの実施（平成３０年７月１８日） 

 

（４）日本司法支援センター岩手地方事務所（法テラス）との連携推進 

   ①土地家屋調査士業務に関する相談などがあった場合に対応。今年度は該当する 

相談は無し。 



 

（５）官公庁への制度活用推進 

   ①空家等対策に対する対応 

    花巻市と協定締結（平成３０年５月２１日） 

    奥州市と協定締結（平成３０年年７月３１日） 

    八幡平市と協定締結（平成３０年１２月２６日） 

②政治連盟との連携 

    政治連盟幹部会に出席（平成３０年１２月４日） 

    政治連盟・県土整備部打合せ会に出席（平成３０年１０月２３日） 

 

（６）公共嘱託登記土地家屋調査士協会との連携 

   ①調査士会・公嘱協会打合せ会の実施（平成３０年１１月１３日） 

 

 

 

10.境界問題相談センターいわて 

（１）センター運営業務の強化 

①評議委員会の開催 １回 （平成３０年８月２１日） 

②運営委員会の開催 ４回 

③相談業務の状況 

 相談受付（事務局・運営委員対応）  ２４件  

 事前相談（調査士相談員対応）     ４件 

 調査士・弁護士相談員による相談    ３件 

 調査士・弁護士相談員による調停申立  ２件 

④調査士相談員 ４６名（調停員兼任１０名） 

弁護士相談員  ３名（調停員兼任 ３名） 

⑤相談員・調停員養成講座の開催 １回 （平成３０年１１月１０日） 

 

（２）筆界特定制度等との連携 

①筆界特定制度と調査士会ＡＤＲとの連携協議会を開催（平成３０年７月１８日）  

②筆界特定室との合同相談会を開催（平成３０年１２月１日） 

相談件数：５件 

 

（３）規程及び様式の改善と検討  

①各規程の変更案を作成 

 

（４）ポスター・リーフレットの配布等による広報活動 

①県内の市町村へポスターとパンフレットを配布 

 

（５）センターと認定調査士等の相互活用についての検討 

   ①事前相談のセンター外部化に関する規程案を作成 


